
   高齢者向け優良賃貸住宅家賃補助金交付要綱 

（総則） 

第１条  高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成

23年法律第32号）第１条の規定による改正前の高齢者の居住の安定確保に関

する法律（平成13年法律第26号。以下「法」という。）第43条第１項に定め

る高齢者向け優良賃貸住宅の家賃の減額に係る補助については、補助金等交

付規則（昭和47年横須賀市規則第33号。以下「規則」という。）に定めがあ

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（用語） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 (１ ) 認定事業者  法第31条の規定により、良好な住環境を備えた高齢者向け

の賃貸住宅の整備及び管理に関する計画の認定を受けた者をいう。 

 (２ ) 所得  高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則等の一部を改正す

る省令（平成23年国土交通省令第64号）第１条の規定による改正前の高齢

者 の 居 住 の 安 定 確 保 に 関 す る 法 律 施 行 規 則 （ 平 成 13年 国 土 交 通 省 令 第 

115号。以下「省令」という。）第１条第３号に定める所得をいう。 

 (３ ) 高齢者 法第31条第６号に規定する者をいう。 

 (４ ) 家賃  法第31条の規定により認定された家賃をいう。 

 (５ ) 入居者負担額  第６条の規定により所得に応じて定めた入居者が負担す

る額をいう。 

（補助対象者） 

第３条   補助金の交付を受けることができる者は、高齢者向け優良賃貸住宅

（以下「賃貸住宅」という。）を有する認定事業者とする。 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は、予算の範囲内において、家賃から入居者負担額を控除

した額に当該賃貸住宅の入居月数を乗じた額とする。ただし、入居月数が１ 

 月に満たない月については、家賃から入居負担額を控除した額に入居日数を 

 乗じ、当該月の日数で除した額（  100円未満の端数は切り捨てる。）とす 

 る。 

２   毎年10月１日に行う収入認定の結果、所得の上昇により第６条第１項第１ 

 号及び第２項第１号に掲げる表の所得区分Ⅵの上限を超えた入居者について

は、家賃の減額をしないものとする。ただし、経過措置として当該年の12月

１日から１年間に限り、家賃と従前の所得により第６条で算出した入居者負 



 担額の差額の２分の１を家賃から減じた額を入居者負担額（ 100円未満の端

数は切り上げる。）とする。 

３  前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる住宅には補助を行わないも

のとする。 

 (１ ) 空家 

 (２ ) 入居者が高齢者でない住宅 

 (３ ) 地位承継又は同居の承認を受けていない者が入居する住宅 

（補助期間） 

第５条 補助金の交付を受けることができる期間は、賃貸住宅として管理を開

始した日（以下「管理開始日」という。）から20年間とする。ただし、市長

が必要があると認める場合は、更に20年間を限度に延長することができる。 

（入居者負担額） 

第６条 賃貸住宅の入居者負担額は、次の（１）に定める基準値に、（２）に

定める規模係数、（３）に定める立地係数を乗じて得た額（既存の住宅等

（昭和55年度以前に建設が完了したものに限る。）の改良（用途の変更を伴

うものを含む。）による賃貸住宅にあっては、当該額に（４）に定める経過

年数係数を乗じて得た額）（ 100円未満の端数は切り上げ）とする。なお、

入居者負担額が家賃を超えた場合は、家賃と同額（30万円を超える場合は30

万円）とする。 

 (１ ) 基準値  

所得区分 入居者の所得 収入分位 基準値 

Ⅰ   123,000円以下       10％以下 61,700 

Ⅱ  
123,000円を超え 

  153,000円以下 
 10％を超え15％以下 69,300 

Ⅲ  
153,000円を超え 

  178,000円以下 
 15％を超え20％以下 75,900 

Ⅳ  
178,000円を超え 

  200,000円以下 
 20％を超え25％以下 81,100 

Ⅴ  
200,000円を超え 

  238,000円以下 
25％を超え32.5％以下 87,800 

Ⅵ  
238,000円を超え 

  268,000円以下 
32.5％を超え40％以下 95,400 

 (２ ) 規模係数  各戸の床面積（共同住宅にあっては、共用部分の床面積を除

く。）を55平方メートルで除した数値 

 (３ ) 立地係数  賃貸住宅の存する市町村ごとに、高齢者の居住の安定確保に

関する法律施行令第２条に規定する国土交通大臣が定める算定方法（平成 



  13年国土交通省告示第1295号。以下「告示」という。）別表に定める数値 

 (４ ) 経過年数係数  当該賃貸住宅の構造及びその存する区域に応じ、告示第

４号に定める数値 

（入居者負担額の認定申請） 

第７条 認定事業者は、原則として毎年７月31日までに、入居者負担額認定申 

 請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな 

い。ただし、新築及び空家賃貸住宅に新たに入居する者（以下「新規入居  

 者」という。）については、入居決定後速やかに、提出しなければならな 

 い。 

 (１ ) 市町村又は特別区が発行する所得証明書（入居申込時の前年の所得に基

づくもの） 

 (２ ) その他市長が必要と認める書類 

２  認定事業者は、契約家賃の改定により入居者負担額を変更しようとすると

きは、入居者負担額変更認定申請書（第２号様式）を市長に提出しなければ

ならない。 

（入居者負担額の認定） 

第８条  市長は、前条第１項の申請書の提出を受けたときは、その内容を審査 

 して、 10月１日における所得に基づき、入居者負担額を認定するものとす 

 る。ただし、新規入居者については、前条第１項の申請書の提出日における

所得及び入居者負担額を認定するものとする。 

２  市長は、前条第２項の申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、

入居者負担額を認定するものとする。 

３  第１項により認定した入居者負担額は、毎年12月１日から翌年11月 30日ま

で適用するものとする。ただし、新規入居者の入居者負担額は、入居の日か

ら最初に到来する11月 30日まで適用するものとする。 

（入居者負担額の認定通知） 

第９条 市長は、前条の規定により入居者負担額を認定したときは、原則とし

て毎年10月 31日までに入居者負担額認定通知書（第３号様式）により認定事

業者に通知するものとする。ただし、新規入居者については、認定後速やか

に通知するものとする。 

２  認定事業者は、前項の規定により市長から通知を受けたときは、速やかに

入居者に入居者負担額を通知しなければならない。 

（承継人の入居者負担額の認定） 

第 10条  法第 38条の規定により承継の承認を受けた者（以下「承継人」とい



う。）の入居者負担額の認定については、第８条の規定を準用するものとす

る。 

（異動報告） 

第11条   認定事業者は、入居者の入居、明渡し、世帯人員の変更等の入居者に 

 係る異動があったときは、市長に速やかに報告しなけばならない。 

（交付申請） 

第12条   補助金の交付を受けようとする認定事業者は、規則第４条に規定する

補助金交付申請書に家賃補助金明細書（第４号様式）その他市長が必要と認

める書類を添えて、毎年４月10日までに（新築の賃貸住宅に係る申請にあっ

ては、第８条第１項の規定による入居者負担額の認定後速やかに）市長に提

出しなければならない。 

（実績報告） 

第13条  補助金の交付を受けた認定事業者は、規則第10条に規定する実績報告

書に家賃補助金実績明細書（第５号様式）その他市長が必要と認める書類を

添えて補助金の交付を受けた年度の翌年度の４月10日までに市長に提出しな

ければならない。 

（補助金額の確定） 

第14条  市長は、前条の実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、補

助金の交付決定の内容に適合すると認めたときは、家賃補助金額確定通知書

（第６号様式）により認定事業者に対して確定した補助金額を通知するもの

とする。 

（請求） 

第15条  認定事業者は、４月、７月及び10月のそれぞれ20日までに該当月から

該当月の翌々月分までの補助金を請求するものとし、翌年の１月から３月ま

での補助金については、既に交付を受けた補助金の額と前条の規定により確

定した補助金額との差額を家賃補助金額確定通知書の送付を受けた後、速や

かに市長に請求するものとする。ただし、市長が特に必要があると認める認

定事業者は、当月分の補助金を翌月20日までに請求することができる。 

２  前項の規定にかかわらず、年度の途中から管理した認定事業者は、規則第

５条に規定する補助金交付決定通知書の送付を受けた後速やかに市長に請求

するものとする。 

     附  則  

 この要綱は、平成14年４月１日から施行する。 

   附  則  



 この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 



第１号様式（第７条第１項関係）  

入居者負担額認定申請書  
                            年  月  日  

  

（あて先）横須賀市長 

                           

                                   団地名 

                        認定事業者 住  所  

                               氏   名        印  

団 地 名 
 

 
当初募集年度 

 

 

管理開始年月日  管 理 年 数        

住宅番号 入居者氏名 所得金額 家 賃 入居者負担額 適用期間 

  
     円     円            円  

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

         

      

（事務処理欄） 

 



第２号様式（第７条第２項関係）  

入居者負担額変更認定申請書  
                                 

                           年  月  日  

  

（あて先）横須賀市長 

                           

                                    団地名 

                             認定事業者 住  所  

                                氏   名        印  

団 地 名         
 当初募集年度   

 

管理開始年月日   管 理 年 数        

住宅番号  入居者氏名  所得金額  家 賃  入居者負担額  適用期間  

  
円  円  円  

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
          

        
（事務処理欄）  

 



第３号様式（第９条第１項関係）  

入居者負担額認定通知書  
                           年  月  日  

 

  

       様  

 

 

 

                   横須賀市長       印  

 

団 地 名         
 当初募集年度   

 

管理開始年月日   管 理 年 数        

住宅番号  入居者氏名  所得金額  家 賃  入居者負担額  適用期間  

  
円  円  円  

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

  
   

 

 



第４号様式（第12条関係） 

家賃補助金明細書 

団 地 名         当 初 募 集 年 度         

管理開始年月日  管 理 年 数         

住宅 

番号 

入居者

氏 名 

所 得    

金 額    
期 間    家 賃    

入居者 

負担額 

補 助  

金  額  

月  

数  

補助金

額合計 

      円   円      円      円   円  

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

合計  
        

 



第５号様式（第13条関係） 

家賃補助金実績明細書 

団 地 名         当 初 募 集 年 度         

管理開始年月日  管 理 年 数         

住宅 

番号 

入居者 

氏 名  

所 得    

金 額    
期 間    家 賃    

入居者 

負担額 

補 助  

金  額  

月  

数  

補助金

額合計 

  円   円      円      円   円  

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

合計  
        

 



第６号様式（第14条関係） 

家賃補助金額確定通知書 

 

                           年  月  日  

 

 

       様  

 

 

                    横須賀市長      印  

 

 

 

団 地 名  

交 付 決 定 額  

確 定 補 助 金 額  

 

 


